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Ⅰ はじめに 

 2023年 5月 12日に、「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス・事業者間取引適
正化等法）（以下、「フリーランス保護法」といいます。）が公布され、2024年秋頃までに施行されることが予定
されています 1。 
フリーランス保護法は、我が国において働き方の多様化が進展し、フリーランスという働き方が普及した一方

で、フリーランスに関する実態調査（令和４年度フリーランス実態調査結果）やフリーランス・トラブル 110番
などにおいて、フリーランスが取引先との間で、報酬の不払い、支払遅延、発注書の未交付、ハラスメントな
ど、様々な問題・トラブルを経験している状況が確認されたことを受け、フリーランスが事業者として受託した
業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、フリーランスに係る①取引の適正化及び②就業環境
の整備を図ることを目的に制定されました（同法 1条）。 
フリーランス保護法においては、個人で働くフリーランス（同法においては、「特定受託事業者」と呼ばれてい

ます。）に対して業務委託を行う発注事業者（同法においては、「特定業務委託事業者」と呼ばれています。）につ
いて、業務委託をした際の取引条件の明示、給付を受領した日から原則 60日以内での報酬支払、ハラスメント
対策のための体制整備等が義務付けられています。さらに、継続的に発注が行われる場合には、フリーランスに
とって、業務委託を行う発注事業者へ依存度が高まりやすいことや、取引継続の期待が生じること等から、発注
事業者による受領拒否等の禁止、育児介護等の配慮、中途解除等の予告に関する規制が追加で課されています。
そして、フリーランス保護法の各条項のうち、①取引の適正化に係る条項については、下請法に準じる規制を導
入するものとして、主に公正取引委員会及び中小企業庁がその執行を担い、他方、②就業環境の整備に係る条項
については、フリーランスに労働者類似の保護を付与するものとして、主に厚生労働省がその執行を担うことが
予定されています。 
本ニュースレターでは、フリーランス保護法の概要として、同法のポイントとなる事項を解説します。 
 

 
1 公布の日から起算して１年６か月を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとされています（同法附則１条）。 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/freelance/dai1/siryou9.pdf
https://freelance110.jp/
https://freelance110.jp/
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Ⅱ フリーランス保護法の適用対象 

フリーランス保護法は、フリーランス（同法の「特定受託事業者」）と発注事業者（同法の「特定業務委託事業
者」）との間の「業務委託」に係る取引に適用されます。 
 

1. 「特定受託事業者」とは 

同法の適用対象となる「特定受託事業者」（フリーランス）は、業務委託の相手方である事業者で、従業員を使
用しないものをいうとされています（同法 2条 1項）。このため、1人で仕事をしている個人事業主のほか、従業
員を雇っておらず、代表者以外に役員もいない法人（いわゆる一人社長）もフリーランス保護法の適用対象とな
ります。他方、一般的に「フリーランス」と呼ばれる方には、従業員を雇っている方や、消費者を相手に取引を
している方もいますが、これらの方は、本法の「特定受託事業者」には該当しないことになる点に注意が必要で
す。これは、同法が、従業員を使用せず 1人の「個人」として業務委託を受けるフリーランスと、従業員を使用
して「組織」として業務委託を行う発注事業者との間において、交渉力などに格差が生じることを踏まえて、取
引の適正化等を図ることを目的としていることによります。 
なお、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーランス・事業者間取引適正化等法）Q&A

（以下、「フリーランス保護法 Q&A」といいます。）の問２－１の回答によれば、「従業員」には、「週労働 20時
間以上かつ 31日以上の雇用が見込まれる者」を「従業員」とすることを想定しており、今後、ガイドライン等
において、詳しい考え方が示される予定であるとされています。2 
 

2. 「特定業務委託事業者」とは 

同法の適用対象となる「特定業務委託事業者」（発注事業者）は、同法の「特定受託事業者」（フリーランス）
に業務委託をする事業者で、従業員を使用するものと定義されています（同法 2条 6項）。 
 

3. 「業務委託」とは 

 同法の適用対象となる「業務委託」は、事業者がその事業のために他の事業者に物品の製造、情報成果物の作成
又は役務の提供を委託することをいうと定義されています（同法 2条 3項）。もっとも、「業務委託」該当性は、働
き方の実態に即して判断されますので、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態が労働者である場合は、
同法は適用されず、労働基準法等の労働関係法令が適用されることになります。 
 

Ⅲ フリーランスに係る取引の適正化に関する規制の概要（下請法に準じる規制） 

 フリーランスに係る取引の適正化に関する規制として、書面等による取引条件の明示（同法 3 条）、報酬支払期
日の設定・期日内の支払（同法 4条）、特定業務委託事業者の遵守事項（同法 5条）が規定されています。公正取
引委員会は、取引の適正化に係る規定に関して、フリーランス保護法において政令又は公正取引委員会規則で定め
ることとされている事項について検討を行うことなどを目的として、2023年 8月以降、有識者を構成員とする「特
定受託事業者に係る取引の適正化に関する検討会」を開催し、同検討会は、2024年 1月 19日に公表した報告書
（以下、「有識者検討会報告書」といいます。）において、発注事業者が業務委託をした際に明示しなければならな
い事項等について、一定の方向性を示しました。 

 
 

2 今後示されるガイドライン等の考え方を確認する必要がありますが、発注事業者にとって、業務委託をする相手方であるフリーラン
スが「従業員」を雇用しているか否かを正確に判断することは困難であることが予想され、法違反のリスクを避ける観点から、広くフ
リーランス保護法に基づく対応をとる必要が生じることも考えられます。 

https://www.mhlw.go.jp/content/001179815.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001179815.pdf
https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/fllaw/
https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/fllaw/
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/jan/240119_1_fl_report.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/jan/240119_1_fl_report.html
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1. 書面等による取引条件の明示（同法３条） 

 発注事業者は、特定受託事業者（フリーランス）に対し業務委託をした場合は、原則として直ちに、①給付の内
容（委託する業務の内容）、②報酬の額、③支払期日、④公正取引委員会規則で定めるその他の事項を、書面又は
電磁的方法により明示しなければならないことが定められています（同法 3条 1項本文）。 
この規制は、発注事業者に取引条件を明示させることによって、当事者間の認識の相違を減らし、トラブルを未

然に防止することを目的として設けられたものです。トラブルの未然防止という点では、発注事業者の利益にも資
することから、この規制は、「業務委託事業者」（「特定受託事業者」（フリーランス）に業務委託をする事業者）が
規制対象となっており、従業員のいる発注事業者（「特定業務委託事業者」）だけでなく、従業員のいない発注事業
者も適用対象とされています。 
上記④の事項は、今後、公正取引委員会規則で定められることになりますが、この点について、有識者検討会報

告書は、少なくとも下請法 3条の書面の記載事項とされている項目については、フリーランス保護法においても明
示しなければならない事項とすることが適当であるとの方向性を示しています（有識者検討会報告書 2頁）。 
発注事業者は、上記①から④の各事項を明示する方法として、書面又は電磁的方法を選択することができますが、

電磁的方法を選択する場合であっても、特定受託事業者（フリーランス）の承諾は必要とされていません。この点
は、電磁的方法を選択する場合には下請事業者の承諾が必要とされている下請法 3 条 2 項とは異なります。これ
は、フリーランスの関わる取引では電磁的方法での発注が浸透していることを踏まえたものであると考えられます。 
 

2. 報酬支払期日の設定・期日内の支払（同法 4条） 

 特定業務委託事業者（発注事業者）は、発注した物品等の内容の検査をするかどうかを問わず、原則として、当
該物品等を受領した日から起算して 60日以内のできる限り短い期間内で報酬の支払期日を定めて、その支払期日
までに報酬を支払わなければならないことが定められています（同法 4条 1項及び 5項）。 
この規制は、特定受託事業者（フリーランス）と特定業務委託事業者（発注事業者）との間の交渉力等の格差に

より、発注事業者が報酬の支払期日を不当に遅く設定するおそれがあり、フリーランスの利益を保護する必要があ
ることから設けられたものとされています（フリーランス保護法 Q&Aの問 4の回答）。 
もっとも、特定業務委託事業者（発注事業者）が、他の事業者（元委託者）から業務委託を受けて、その業務（元

委託業務）を特定受託事業者（フリーランス）に再委託した場合は、①再委託である旨、②元委託者の氏名又は名
称、③元委託業務の対価の支払期日、④公正取引委員会規則で定めるその他の事項を明示した場合に限り、例外的
に、再委託の報酬の支払期日については、元委託の支払期日から起算して 30日以内のできる限り短い期間内で定
めて、その支払期日までに支払わなければならないとされています（同法 4 条 3 項及び 5 項）。この例外規定は、
資金力に乏しい特定業務委託事業者（小規模な事業者や従業員を使用する個人事業者）が、自身が委託元から支払
を受けていないにもかかわらず、再委託先である特定受託事業者（フリーランス）に対して報酬を支払わなければ
ならないこととなれば、事業経営上大きな負担を生ずることになることを踏まえたものであるとされています（有
識者検討会報告書 14頁）。 
上記④の事項は、今後、公正取引委員会規則で定められることになりますが、この点について、有識者検討会報

告書は、上記①から③の各事項のみを規定し、④の事項については明示事項とすることが必要とまでは考えられな
いとの方向性を示しています（有識者検討会報告書 14頁）。 
 

3. 特定業務委託事業者の遵守事項（同法 5条） 

 特定業務委託事業者（発注事業者）は、政令で定める一定の期間以上継続する業務委託をした場合は、以下の 7
つの行為を行ってはならないものと定められています（同法 5条）。 

 
①受領拒否：特定受託事業者（フリーランス）に責任がないのに、発注した物品等の受領を拒否すること。 
②報酬の減額：特定受託事業者（フリーランス）に責任がないのに、発注時に決定した報酬を発注後に減額する
こと。 

③返品：特定受託事業者（フリーランス）に責任がないのに、発注した物品等を受領後に返品すること。 
④買いたたき：発注する物品等に通常支払われる対価に比べ著しく低い報酬を不当に定めること。 
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⑤購入・利用強制：特定受託事業者（フリーランス）に発注する物品等の品質を維持するためなどの正当な理由
がないのに、発注事業者が指定する物品等を強制して購入、利用させること。 

⑥不当な経済上の利益の提供要請：自己のために、特定受託事業者（フリーランス）に経済上の利益を不当に提
供させること。 

⑦不当な給付内容の変更、やり直し：特定受託事業者（フリーランス）に責任がないのに、発注の取消しや発注
内容の変更を行ったり、受領した後にやり直しや追加作業を行わせる場合に、特定受託事業者（フリーランス）
が作業に当たって負担する費用を負担しないこと。 

 
上記の 7つの禁止行為は、下請法上、親事業者の遵守事項（下請法 4条）として列挙されている行為に準じる内

容となっていますが、これは、フリーランスに関する実態調査の結果で多く問題が確認されたものなどを中心に列
挙したものであるとされています 3。 
また、上記の 7つの禁止規定が適用されるのは、政令で定める一定の期間継続する業務委託をした場合に限定さ

れています。これは、発注事業者とフリーランスとの間に経済的な依存関係が生じる継続的な取引の場合に、フリ
ーランスは発注事業者から不利益な取扱いを受けやすい傾向にあるという保護の必要性と、小規模事業者を含む発
注事業者に過度な負担が生じることがないようにする観点を考慮したものであるとされています 4。上記の 7つの
禁止規定が適用される業務委託の具体的期間は、今後、政令で定められることになりますが、この点について、有
識者検討会報告書は、1か月とする方向とすることが適当であるとの方向性を示しています（有識者検討会報告書
10頁）。なお、上記の 7つの禁止規定が適用されることになる業務委託の期間については、前後の業務委託に期間
的空白がある場合など、期間の算定方法に関する論点があることが指摘されており（有識者検討会報告書 11頁～
12頁）、この点については、今後、公正取引委員会によってガイドライン等で考え方が明確化されることが期待さ
れます。 

 

Ⅳ フリーランスの就業環境の整備に関する規制の概要（労働者類似の保護法制） 

 フリーランスの就業環境の整備として、募集情報の的確表示義務（同法 12条）、育児介護等と業務の両立に対す
る配慮義務（継続的業務委託の場合）又はその努力義務（それ以外の業務委託の場合）（同法 13条）、ハラスメン
ト対策に係る体制整備義務（同法 14 条）、中途解除等の事前予告義務（継続的業務委託の場合）（同法 16 条）が
規定されています。 
 

1. 募集情報の的確表示義務（同法 12条） 

 特定業務委託事業者（発注事業者）は、広告などにより、特定受託事業者（フリーランス）の募集に関する情報
を提供する際に、①虚偽の表示や誤解を生じさせる表示をしてはならないこと及び②提供する情報を正確かつ最新
の内容に保たなければならないことが定められています（同法 12条）。 
 この規制は、広告等に掲載された募集情報と実際の取引条件が異なることにより、その募集情報を見て募集に応
じた特定受託事業者（フリーランス）と特定業務委託事業者（発注事業者）との間で取引条件を巡るトラブルが発
生したり、特定受託事業者（フリーランス）がより希望に沿った別の業務を受注する機会を失うことを防止するこ
とを目的として設けられたものであり、例えば、意図的に実際の報酬額よりも高い額を表示したり、報酬額の表示
が、あくまで一例であるにもかかわらず、その旨を記載せず、当該報酬が確約されているかのように表示した場合
や、実際に募集を行う企業と別の企業の名前で募集を行った場合などは、同法 12 条に違反すると考えられます。 
 

2. 育児介護等と業務の両立に対する配慮義務又は努力義務（同法 13条） 

特定業務委託事業者（発注事業者）は、政令で定める一定期間以上行う継続的な業務委託（「継続的業務委託」）
について、特定受託事業者（フリーランス）が育児介護等と両立して業務が行えるよう、その申出に応じて必要な

 
3 岡田博己ほか「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」公正取引 873号 34頁。 
4 前掲注 3公正取引 873号 34頁。 
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配慮をしなければならないと定められています（同法 13条）。「継続的業務委託」以外の業務委託の場合には、育
児介護等と業務の両立に対する配慮の努力義務が課されています。なお、「継続的業務委託」に関する具体的な期
間については、今後、政令で定められる予定です。フリーランス保護法は、Ⅲ.3記載の 5条の規制（特定業務委託
事業者の 7 つの遵守事項）の対象となる継続的な業務委託と、同法 13 条、16 条の適用対象となる「継続的業務
委託」を別の概念として規定しており、衆議院内閣委員会（2023年 4月 5日）の質疑内の政府参考人の答弁にお
いても、政令で定める一定期間について後者は前者よりも長い期間が想定されるとし、後者については契約期間 1
年以上を 1つの参考に検討するという議論がなされています。 
 育児介護等と業務の両立に対する配慮としては、例えば、妊婦検診の受診のための時間を確保したり、就業時間
を短縮したりすることや、育児介護等と両立可能な就業日・時間としたり、オンラインで業務を行うことができる
ようにしたりすることなどの対応が想定されており、具体的な配慮の考え方や対応の具体例については、今後、同
法 15条に基づき厚生労働大臣が定める指針において明確化される予定です。 
 本規定に基づき、特定業務委託事業者（発注事業者）は、特定受託事業者（フリーランス）の申出に応じて、申
出の内容を検討し、可能な範囲で対応を講じることが求められますが、申出の内容を必ず実現することまでを求め
るものではないとされており、また、全ての特定受託事業者（フリーランス）の育児介護等の事由を予め把握して
配慮することまでを求めるものではないとされています。 
 

3. ハラスメント対策に係る体制整備義務（同法 14条） 

 特定業務委託事業者（発注事業者）は、特定受託事業者（フリーランス）に対するハラスメント行為（セクシュ
アルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、パワーハラスメント）に係る相談に応じ、適切に対応す
るために必要な体制整備等の措置を講じなければならないと定められています（同法 14条）。同法に基づき、ハラ
スメント対策に係る体制整備として求められる内容は、特定業務委託事業者（発注事業者）が雇用主として、労働
関係法令に基づき、自社の従業員のハラスメント対策として講じることとされているものと同様の内容であり、労
働関係法令に基づき整備した社内の相談体制やツール等を活用するという対応も可能であるとされています。ハラ
スメントの考え方や特定業務委託事業者（発注事業者）が講ずべき措置の具体例については、今後、同法 15条に
基づき厚生労働大臣が定める指針において明確化される予定です。 
 

4. 中途解除等の事前予告（同法 16条） 

特定業務委託事業者（発注事業者）は、「継続的業務委託」（前記 2.のとおり、政令で定める一定期間以上行う継
続的な業務委託を指します。）を中途解除する場合は、原則として中途解除日の 30 日前までに、特定受託事業者
（フリーランス）に対し予告しなければならないと定められています（同法 16条 1項）。 
この規制は、継続的に発注が行われる場合には、業務委託を行う発注事業者への依存度が高まりやすいことや、

取引継続の期待が生じること等を踏まえ、一定期間継続する取引において、特定業務委託事業者（発注事業者）か
らの契約の中途解除や不更新を特定受託事業者（フリーランス）に予め知らせ、次の取引に円滑に移行できるよう
にすることを目的として設けられたものです。本規制は、「継続的業務委託」の中途解約について、原則として、
30 日前の予告を求めるものですが、天災等により、業務委託の実施が困難になったため契約を解除する場合や、
解除をすることについて特定受託事業者（フリーランス）の責めに帰すべき事由がある場合などには、例外的に 30
日前の予告は不要となることが想定されており、30 日前の予告を不要とする例外的なケースについては、今後、
厚生労働省令で定める予定であるとされています。 
 
以上の各規制の概要を整理すると以下のとおりです。 
 

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000221120230405010.htm
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（出所）「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーランス・事業者間取引適正化等法）説明資
料」6頁を参考に作成 
 

Ⅴ フリーランス保護法への違反に対する制裁 

特定業務委託事業者（発注事業者）からフリーランス保護法に違反する行為を受けた特定受託事業者（フリーラ
ンス）は、フリーランス・トラブル 110番を経由するなどして、公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省に今後
設置される窓口に対し、違反行為を申告することができます。 
また、各行政機関は、関係当事者に対し、①報告徴収・立入検査（同法 11条 1項・2項、20条 1項・2項）、

②指導・助言（同法 22条）、③違反行為を認めた場合の違反の是正等の勧告（同法 8条、18条）、④勧告に従わな
い場合の命令・公表（同法 9 条、19 条）といった対応をとることができます。また、公正取引委員会・中小企業
庁長官・厚生労働大臣に対して、上記①のうち、同法 11条 1項・2項又は 20条 1項による報告をせず若しくは
虚偽の報告をし、又は立入検査を拒否する等した場合、及び、公正取引委員会又は厚生労働大臣による上記④の命
令に違反した場合には、刑事罰として 50万円以下の罰金が定められています（同法 24条。なお、同法 25条にい
わゆる両罰規定があります。）。5 

Ⅵ 最後に 

 近時、働き方の多様化が進展し、従業員が副業として他社から業務委託を受ける例や、専門的な知識や経験を活
かして独立起業し、フリーランスとして働く例が増えており、企業が、フリーランスと取引を行うケースは今後ま
すます増加することが予想されます。企業として、本年秋頃までに施行が予定されているフリーランス保護法をは
じめとして、フリーランスとの取引に関する法規制や留意点を押さえておく必要性は高まっています。フリーラン

 
5 厚生労働大臣に対して同法 20条 2項の報告をせず又は虚偽の報告をした場合は、20万円以下の過料が定められています（同法 26
条）。 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/freelance/dai1/siryou2.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/freelance/dai1/siryou2.pdf
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ス保護法による規制の細目や運用については、今後、政令、公正取引委員会規則、厚生労働省令、公正取引委員会
及び厚生労働大臣が定める指針、ガイドライン等により具体化・明確化される予定で、それらについても随時アッ
プデート情報をご提供させていただく予定ですが、まず第一歩としてフリーランス保護法の概要の把握のため本ニ
ュースレターをお役立ていただければ幸いです。 
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